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令和８年度 東京司法書士会 新人研修会 

講 義 要 項 

 

東京司法書士会 総合研修所 新人研修室 

 

各講義の方針・内容等を、担当講師から紹介いたします。講義を受ける際の参考としてく

ださい。 

講義によっては【事前課題】を出題していますので、必ず確認の上、受講してください。 

 

第１回 不動産登記の実務①「相続登記の実務を中心に」 

坂本 龍治 会員（城北支部） 

【講義について】 

講義は次の３章から成っています。 

第１章 総論 

第２章 事例①（基本事例） 

第３章 事例②（応用事例） 

 

【講義の目的】 

相続登記の実務を実際に処理できるようにすることが目的です。 

そのため、「第１章 総論」で、依頼者からの聞き取り事項や、物件調査の方法など、総

論的な話を体系的にしたあと、「第２章」「第３章」では具体的な事例（もちろんフィクショ

ンです。）を前提に戸籍の読み取りや収集、遺産分割協議書や相続関係説明図などの作成方

法について学びます。実際に自分自身が受任したことをイメージしながら、当事者意識を持

って受講してください。また、受講前に、事例①と事例②の＜事件概要＞を読み、戸籍をあ

る程度眺めておいて頂けると、講義がより充実したものとなります。 

 

 

第２回 不動産登記の実務②「不動産特定承継の登記実務」～売買を中心に～ 

安齋 忍 会員（杉並支部） 

本講義では、司法書士の主要な業務の一つである不動産売買による所有権移転の中から代 

表的な事例として、不動産仲介業者からの依頼による土地・建物（中古戸建て住宅）に関す
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る残金決済の立会い業務について取り上げます。 

講義前半では、準備段階において注意すべき論点を、講師の経験談、失敗談を交えつつ、 

また電話でのやり取りを再現しつつ説明します。講義後半では、「不動産取引において司法

書士が担う重要な役割」をご理解いただくため、決済の再現とその解説を行います。 

日曜夜の NHKスペシャルを観るような気軽な気持ちで、ただし、決済業務に臨む上で知っ

ておくべき「核」となる部分があるので、それを意識しながら受講いただき、記憶にとどめ

て戴ければ幸いです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３回 不動産登記の実務③「抵当権等債権保全の相談と登記」 

濵 智幸 会員（豊島支部） 

まず、債権保全に必要な知識についてお話をします。 

これは皆さんが既に知っている知識の整理であり、依頼者へわかりやすく説明する必要があ

ります。 

次に、登記の受託にあたって確認すべき事項についてお話をします。 

抵当権設定登記に限らず登記全般にわたる重要な項目です。 

さらに、 (根)抵当権の設定登記と抹消登記について、契約書や関係書類を見ながら個別・

具体的な説明をします。 

政府系金融機関やメガバンクの再編についても話をします。 

【画面表示について】 

本講義は、ＰＤＦ資料を画面で映すためにビデオ＋スライドという形式になっており

ます。画面の表示、構成が他の講義とは異なりますので、予めご了承下さい。 

 講師と資料の画面をボタンにより任意に切り替えができますが、PC であればこの画

面切替えがスムーズにできるのですが、スマートフォンの場合、動作を保障できないこ

とを予めご了承下さい。 

【印刷のお願い】  

「レジュメ_要印刷」「資料１_要印刷」の二点を印刷し、お手元にご準備をお願い致し

ます。「資料２_ ＤＬのみ必要_印刷は任意」は参考としてご覧いただければよいので、

ダウンロードのみ（※）行い、デバイス上で見ていただき、印刷は不要です。 

※ダウンロードされていない場合、講義終了になりませんので、ご注意下さい。 



 3 / 11 

 

最後に、最近の司法書士を取り巻く制度の新設・変更についても話をします。 

 

【事前課題】 

大学時代の友人 Aからお金を貸してほしいとの依頼がありました。 

あなたの手元には貸すお金はあります。 

債権保全を考えて、あなたはどのように対応しますか？ 

 

金額が、①1,000円の場合、②100,000円の場合、③10,000,000円の場合 

 

 

第４回 本人確認及び職務上請求 

山本 真也 会員（港支部） 

本講では、次のようなことを学びます。 

１．本人確認は、司法書士が執務を行う上の基本であり、司法書士は、依頼を受任する際に

依頼者等の本人確認を行う必要がある。本人確認には３種類あるといわれている。適切な

本人確認を行わないと、本人になりすました者を本人として登記申請をしてしまうこと等

となり、懲戒処分になるおそれがある。適切な本人確認を行うには、「東京司法書士会依

頼者等の本人確認等に関する規程」や犯罪収益移転防止法（以下「犯収法」という。）等

を正しく理解する必要がある。 

  なお、事前課題１⑴②では、安齋忍講師による第２回講義（不動産登記の実務②）の決

済のシナリオ部分における本人確認を検討しますので、本講義の前に第２回を受講してお

いてください。 

２．司法書士は、職務上請求により、依頼者等の戸籍謄本や住民票の写しを取得することが

できる場合があるが、職務上請求は適切に行わないと懲戒処分になるおそれがある。適切

な職務上請求を行うには、戸籍法及び住民基本台帳法等を正しく理解する必要がある。 

 

【事前課題】 

１．本人確認の事例 

⑴ 不動産登記業務における本人確認 

① 一般的な相続登記における本人確認 

相続登記における本人確認はどのようにすべきかについて、レジュメ「第１ 本人 
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確認について」「１．事例」⑴①に掲げる事例について、理由も含めて考えておいて

ください。現時点の感覚で構いません。 

 

② 一般的な土地建物の売買による所有権移転登記における本人確認 

安齋忍講師による第２回講義（不動産登記の実務②）の決済のシナリオ部分の本人 

確認について本講義の中で検討しますので、内容を再度把握しておいてください。 

   

⑵ 商業登記における本人確認 

  株式会社の役員変更登記における本人確認はどのようにすべきかについて、レジュメ

「第１ 本人確認について」「１．事例」⑵に掲げる事例について、理由も含めて考えて

おいください。現時点の感覚で構いません。事前にレジュメを読んで予習をしてもいいし、

予習しなくても構いません。 

 

２．職務上等請求書の事例 

職務上等請求書には１号様式と２号様式の２種類あること、またその違いをおおまかに予

習しておいてください。その上で、次の２つの事例について、あなたの司法書士の対応が適

切だったかどうか、その理由も含めて考えておいてください。 

⑴ あなたは、普段懇意にしている不動産業者から、「うちが家賃管理している物件の借

主から家賃の入金がないので郵便で督促状を送ったところ、「転居先不明」で戻ってき

てしまった。オーナーからは早く全額入金させるようせっつかれている」と相談を受け

た。あなたは、職務上請求で借主の現住所を調べられる旨を不動産業者に伝え、職務上

請求書（１号様式）を使用して借主の現在の住民票の写しを取得した。 

 

⑵ あなたは、Ａ（90 代、女性）の成年後見人である。Ａには配偶者がいたが、Ａの成

年後見人就任後まもなく死亡した。配偶者との間に子はなく、両親は既に死亡している。

Ａの戸籍には「三男」との記載があることから、Ａには少なくとも兄が二人いることが 

分かるが、その生死や、ほかに兄弟姉妹がいるかは不明である。 

成年後見人には、成年被後見人の死後、相続人に遺産の引継ぎをする義務がある。あ

なたは、Ａの死はまだ先ではあるが、死後にスムーズに遺産の引継ぎを行うため今のう

ちに Ａの推定相続人を調査しておこうと考え、職務上請求書（２号様式）を使用して

Ａの推定相続人の戸籍謄本等を取得した。その結果、Ａには兄が二人いたがいずれも死
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亡しており、それぞれに配偶者との間の子が一人ずつ生存していることが判明した。 

 

 

第５回 商業登記の実務①「会社設立と定款変更」 

桐ケ谷 淳一 会員（江戸川支部） 

講義内容について 

商業登記は不動産登記と並び、司法書士の花形業務の一つです。 

 しかし、商業登記については、不動産登記と異なり、都心部で行う先生が多く、地方に行

くほど商業登記にあまり熱心になれない先生も多いです。 

 昨今は会社法だけでなく商業登記、商業登記規則等の改正も多くされされ、ついていけな

い方も多いことを耳にします。 

 更にはデジタル化の流れで議事録等の電子署名も言われています。 

 逆に会社法や商業登記に強くなれば、依頼者からも信頼され、商業登記のみならず他の仕

事にも波及することもあります。 

 司法書士が多く扱うのは中小零細企業の商業登記で、経営者がほとんど会社法や商業登記

の知識がなく、法務部などの部署もおけない会社がほとんどです。 

 そこで司法書士がサポートして、会社と一緒になって経営を盛り上げていくということも

これからの企業法務に携わる司法書士業務のひとつにもなるかと思っておりますし、私もそ

の思いで業務に携わっています。 

 

 ところで、会社設立については、ファストトラック化が進み、登記申請後 3営業日内で登

記を完成させる運びとなっています。 

 ２０２１年からはオンラインで設立登記手続きまですべてできています。 

 さらに、会社設立をはじめ商業登記についてはより簡素化する方向に進めていくべきと国

の方針もあります。 

 

 そうなると、簡素化される手続きで、より重要になるのが、法律的に本当にその内容で問

題ないかをチェックする、それが司法書士にあるのです。 

 

 今回は、会社設立登記申請にあたり、依頼から登記申請までの一連の流れを紹介します。

時間の都合上、細かなところまでは説明できませんが、キーとなる部分についてはじっくり
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解説します。 

 

 そして、設立後の会社運営で大事になってくるのが定款。定款次第で会社の運営が変わっ

てくることも予想されます。 

 そこで定款変更や、意外とややこしい役員変更登記について、後半では解説していきます。 

 

 今回の講義で会社設立や定款変更・役員変更についてある程度受託から登記申請まで持っ

ていけるようにお話しますし。私の業務の失敗談もお話し、具体的に依頼から登記完了まで

のイメージをつかめるものにしていきます。 

 なお、対象となる会社は、取締役会を置かない非公開会社を前提に行います。 

 

【課題】 

１、（１）会社設立のとき、法人化したいという依頼者があなたのところに来ました。 

    どういう法人がいいですかと聞かれたので、あなたは株式会社、合同会社、一般社 

   団法人の概略を説明しょうとしています。 

    そこで、依頼者に分かるように株式会社、合同会社、一般社団法人はどのようなも 

   のか考えてみてください。 

 

  （２）その上で、依頼者が一人で会社を作りたいが、将来は規模を大きくしていきたい 

    が今はお金がないと言われたとき、あなたならどう対応しますか 

 

２、あなたが役員変更登記を依頼されたとき 

  （１）初回面談で何を依頼者に持参してもらいますか 

  （２）登記簿を見るとき、どのあたりを注意してみればいいと思いますか？ 

 

 

第６回 商業登記の実務②「増資・減資・組織再編の登記実務」 

大越 一毅 会員（千代田支部） 

講義内容について 

 本講義では、受講者の方に以下の３点を押さえてもらうため、実際に当方が受託した案件

の事例・資料を基に、実務のポイント・実務の進め方を中心に講義を行います。 
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 したがって、司法書士受験勉強時代に既に勉強済であると思われる会社法・商業登記法の

条文や判例・先例の解説は、原則として行わない予定です。 

 

 ①増資分野で依頼の多い第三者割当増資の例を基に、募集株式発行（増資）手続の依頼 

  を受けた場合の基本的な流れ、書式を押さえること。 

 ②減資手続の依頼を受けた場合の基本的な流れ、書式を押さえること。 

 ③組織再編分野で依頼が多い吸収合併・新設分割の事例を基に、同手続の依頼を受けた 

  場合の基本的な流れ、書式を押さえること。 

 

事前課題について 

 課題というほどではありませんが、受講前に、募集株式発行（増資）・減資・組織再編（吸

収合併・新設分割）の分野に関する司法書士受験時代のテキストや条文（会社法・商業登記

法）を見返しておいてください。 

 司法書士受験勉強にあたって習得した会社法・商業登記に関する条文等の知識が、受講者

の皆さんにあるという前提で講義を進めます。 

 

 

第７回 渉外登記の実務 

海野 陽一 会員（港支部） 

外国在住外国人・外国在住日本人が売主、買主となる不動産売買、日本に不動産を有する

外国人が被相続人となる相続、発起人や取締役（社員）が外国法人又は外国人となる株式会

社・合同会社設立登記の依頼。外国人の増加に伴い、こうした登記について相談を受け、依

頼されることも増えてきました。 

登記の申請人又は関係者が外国法人や外国人となる、これらの登記を行う場合には、通常

の不動産登記・商業登記に関する知識は当然のことながら、渉外登記特有の注意点も理解し

ておく必要があります。しかし、渉外登記に関する書籍は少なく、また極めて実務的な内容

であるため、登記業務の受託を躊躇してしまうことがあるかもしれません。  

そこで、本講義では明日の依頼にも対応できるよう基礎的な内容を中心に、具体的な添付

書類はもちろん、渉外登記業務を受託するために必要となる周辺知識まで幅広く講義して参

ります。 
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第８回 成年後見の実務 

山本 健二郎 会員（豊島支部） 

「成年後見って大変だよ」「割に合わないよ」そんな言葉を聞いたことがあるかも知れま

せん。一方で、「成年後見はやりがいがあるよ」「人の役に立てるよ」という言葉も聞いたこ

とがあるかも知れません。 

成年後見とは具体的に何をする業務なのか？どんな人達と接しているのか？司法書士業

務として成り立つのか？ 

本講義では、私が後見人として経験してきたことを、失敗や成功も交え、時間の許す限り

お伝えします。 

成年後見のどこにやりがいがあるのか、皆様に感じ取って頂ければと思います。 

 

 

第９回 債務整理の実務「任意整理・破産・個人再生の実務」 

安藤 剛史 会員（文京支部） 

簡裁代理権の取得、最高裁判例の蓄積、貸金業法の成立、先人の実務の積み重ねなどによ

って、司法書士にとって債務整理事件に取り組みやすい環境がある程度整いました。 

しかし、皮肉なことに、取り組み易くなったことで、債務整理は「誰でも簡単にできる」

「定型的に大量処理ができる」といった安易な考え方に結びつきやすくもなってしまいまし

た。不適切・不誠実な事件処理により依頼者が不利な状況に陥るケース、またそこからトラ

ブルや懲戒等に発展するケースが見られ、司法書士という職能に対する信頼そのものを損な

いかねない状況にあるとも言えます。 

 

本講義では、債務整理の全体像、実際に相談にあたる際に注意すべき点、トラブルに発展

しないような事件処理をするための心構えをお話ししたいと思っています。各整理手続につ

いての細かい知識よりも、考え方や取り組み方に重点をおき、基礎的、総論的なお話をする

予定です。時間に限りがあり、レジュメ・資料の全てについて触れることはできませんが、

第一歩として債務整理事件の全体像についてイメージを掴んでいただければと思います。 

 

予習をする余裕のある方は、以下の設問について考えてみてください。わからなければ、

レジュメを見ながら考えても大丈夫です。 
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設問１ 司法書士試験に合格したあなたは、特に法律に詳しくない友人から 

「○○って何？」と聞かれました。どのように説明しますか。 

（１）グレーゾーン金利 

（２）過払金 

（３）ヤミ金融 

（４）任意整理 

（５）自己破産 

 

設問２ あなたは、司法書士登録をして、債務整理を取り扱う司法書士事務所で勤務するこ

とになりました。所長から、「あなたは任意整理担当です。依頼者についての情報収集は事

務員が行っていて、依頼者の月々の返済可能額はシステムにデータが入っているから、その

範囲内で分割払の回数を決めて各債権者に提案し、交渉してほしい」と指示を受けました。

この所長の指示に問題があるとすれば、どのような点が考えられますか。 

 

 

第１０回 裁判業務の実務 

加藤 康秀 会員（港支部）・大谷 雅彦 会員（中央支部） 

司法書士にとっての裁判業務は、書面作成による本人訴訟支援に始まり、先人たちの地道

で着実な努力の結果、平成１５年からは簡易裁判所における訴訟代理人としての業務も加わ

り、より大きな広がりをみせました。 

令和８年は裁判ＩＴ化を主題とした改正民事訴訟法が完全施行に至り、裁判業務はこれま

での書面を中心とした手続きから、ＩＴを活用したデジタル手続きへと大きな変貌を遂げて

います。 

変革の時代は、大きなチャンスの時期でもあります。本研修を機に、皆さんが裁判業務に

興味をもち、積極的に裁判業務を行い、司法書士業務に更なる新しい展開を切り拓くことを

願っています。 

 

 

第１１回 財産管理の実務「遺産承継・遺言執行の実務を中心に」 

廣木 涼 会員（渋谷支部） 
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本講義では、司法書士法施行規則第 31 条に基づく「遺産承継業務」や「遺言執行業務」

を中心に解説します。司法書士試験ではほとんど出題されませんが、相続に関する深い知識

と高い信頼性が求められる領域であり、司法書士だからこそ期待される重要な業務です。受

任から清算までの具体的な流れに加え、裁判所選任管理人や民事信託の基礎にも触れ、登記

の枠を超えた「財産管理の専門家」として歩む一助となれば幸いです。 

 

 

第１２回 倫理・綱紀 

熊田 隆之 会員（渋谷支部） 

 司法書士の職務の適正化と規律、秩序の維持を目的とした綱紀事件の処理、注意勧告及び

懲戒制度についてその手続き（苦情・懲戒申立てから注意勧告・懲戒処分まで）の流れを説

明した後、実際の注意勧告・懲戒処分事例を紹介しつつ、特に新人司法書士が陥りやすい事

例を中心にトラブル回避のための注意点・対処法を具体的に説明していく予定です。 

令和元年改正司法書士法により、司法書士の懲戒については懲戒権者が法務大臣に変更さ

れるなどの改正が行われました。法改正後の懲戒事例にどのような傾向や変化がみられるの

か、事例を通じて解説をしたいと思います。 

 懲戒や苦情の申出は誰にも認められ、決して他人事ではありません。「新人なので知らな

かった」では済まされない綱紀事件の実情を、しっかり学んでいただきたいと思います。 

 

【事前課題】 

１．今年司法書士試験に合格した甲田太郎は、求人情報で見つけた乙野司法書士事務所の面

接で、事務長Ａから以下の説明を受けた。この事務所に入所することに問題はないか。問

題があると考える場合、その理由は何か。 

「実は今月末、乙野司法書士事務所の代表乙野次郎司法書士が高齢を理由に司法書士業を

廃業します。乙野司法書士事務所には他に司法書士はいませんが、事務長の私Ａ及び事務

員のＢの２名がいます。Ａ及びＢともに司法書士事務所での職歴２０年以上のベテランで

あり、事務所の経理も担当しています。」 

 「甲田さんには給与として月額５０万円を支払うので、是非うちの事務所で司法書士登録

をして、乙野先生の後任として乙野司法書士事務所に勤務してくれませんか？司法書士業

務及び経理等を含めた事務所の経営は、今までどおりＡ及びＢが全て行うので、初心者の

甲田さんでも心配しなくて大丈夫ですよ。」 
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２．一昨年、司法書士試験に合格した丙山花子は、勤務していた司法書士事務所を退職し、

独立開業した。開業して間もなく、先に独立開業していた同期の司法書士から以下の誘い

があった。 

「今、Ｘ司法書士事務所から不動産売買の代金決済の立会ヘルプの仕事をたまに受けてい

るんだ。丙山も独立したばかりで時間に余裕があるなら一緒にやらないかな？もしよかっ

たらその事務所を紹介するから。」 

 丙山花子はこの誘いに応じ、Ｘ司法書士事務所の代金決済の立会ヘルプをするようにな

った。この、いわゆる「決済立会ヘルプ」について留意すべき事項はあるか。あると考え

る場合、その留意すべき事項は何か。 

 


